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コスト面はもちろん、技術の面

でも、日本が新興国に追いつかれ

る可能性はあります。ですから、

産業構造の転換は何としてもやり

遂げなければなりません。グロー

バリゼーションは短期的には問題

を生むかもしれませんが、長期的

には産業構造の転換を促し、競争

力を強化します。これは大きなメ

リットです。さらに、マーケット

が世界に広がるというメリットも

あります。EPA／FTAという新し

い国際関係の中で、国境を越えて

何ができるかという発想が、中小

企業にも必要でしょう。

このようなグローバル化、産業

構造の転換への対応に、中小企業

が苦慮しているのであれば、成長

市場への進出を後押しする方策が

必要です。融資や減税といった旧

来の手法ではなく、経営資源の不

足を補うようなサポートがシステ

ムとして構築されなければ、中小

企業の抱える課題は解決しないと

思います。

経済同友会が中小企業の問題を

取り上げるのは40数年ぶりです。

その当時は高度成長の前期でした

が、それ以降少なくともバブル崩

壊までは、大企業との良好で安定

した取引関係が続いていたと思い

ます。しかしバブル崩壊を経て安

定的関係は崩れ、現在は、大企業

の業績回復の果実が中小企業や地

方に行き渡っていない状況です。

日本経済の活性化は、企業の数で

99.7％、雇用者数で71％を占める

中小企業の活性化を抜きにはあり

得ません。雇用を通じた社会的安

定と地域経済における要の役割を、

中小企業が担っているのです。当

委員会は、中小企業をかつてのよ

うに“弱者”と捉えるのではなく、

中小企業の競争力強化、生産性向

上という観点から議論を行ってい

こうと考えています。

マクロ的には、進展するグロー

バリゼーションに対応した産業構

造の転換を、中小企業においてど

う果たしていくかという課題があ

ります。成長が期待できる分野と

そうでない分野を見極めた上で、

中小企業の改廃業や創業がひとつ

の焦点となるでしょう。

また、ミクロ的には、中小企業

が必ずしも十分な経営資源を有し

ていないという問題があると思い

ます。人材、資本、技術、IT装備、

経営ノウハウなどの諸課題の中で、

日本経済としてどういった支援が

できるかを考えるべきです。特に、

日本全体の活力を考えると、中小

企業における働きがいの問題は重

要であり、人材の質、量の両面の

充実は大きなテーマとなるのでは

ないでしょうか。
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